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（39） 　例 えば、Wolf, Sachenrecht, 17.Aufl. , 2001, S.142 ; Wenzel, Der Stoere und seine 
verschuldensunabhaengige Haftung im Nachbarrecht, NJW 2005, S.241, 243 等参照（再利用





するものも多いが、ここでは、前注（１）に挙げた拙稿・広島法学 22 巻４号 207 頁以下、


















































要件をこのように表現する（BGH, NJW 2005, S.1367）。
（43） 　このような理解を初めに主張したのはピッカー（Picker）である。ピッカーの BGB1004
条に関する文献は多数存在するが、ここでは、最初の論考である Picker, Der negatorische 
Beseitigungsanspruch, 1972を挙げるにとどめる。同書の日本語訳については、川角由和「《翻
訳》エドアルド・ピッカー著『物権的妨害排除請求権（１）～（14・完）』」龍谷法学 37


































用を前提とした主張をなしている（例えば、Baur, Besprechung, AcP 175 (1975), S.177ff., 
179-180 ; Pruetting, Sachenrecht, 33.Aufl., 2008, S.236等参照）。本稿では、以上のことから、
本文のような叙述とした。






















































彼らの理解では、「化学物質は、BGB946 条、93 条、94 条により、原告の所有に移った」
からであると（（Buchholz / Radke, Negatorische Haftung und Billigkeit, Jura 1997, S.454ff., 
459-461））。


























（49） 　この判決を支持するものとしては、Kluth, Anmerkung, WiB 1996, S.275;Stickelbrock, 
Angleichung zivilrechtlicher und oeffentlich-rechtlicher Haftungsmasstaebe beim Stoererbegriff 



















































の最も詳細な論考は、Herrmann, Der Stoerer nach § 1004 BGB, 1987 であるが、本稿では、
主として、Herrmann, Die Haftungsvoraussetzungen nach § 1004 BGB, JuS 1994, S.273ff.を
参考とした。ヘアマンの見解をわが国に紹介するものとしては、前注（１）で挙げた
































注（43））龍谷法学 40 巻１号 184 頁以下参照））；Staudinger/Gursky, § 1004 Rn.112（そ
の他の支持者についても同所を参照）等を参照のこと。
（54） 　例えば、Picker, a.a.O.（前注（43））S.116ff.（日本語訳については、川角・前掲（前
注（43））龍谷法学 40 巻３号 314 頁以下参照）；Staudinger / Gursky, § 1004 Rn.112（なお、
妨害物の所有者としての地位を失うことで、責任も消滅すると述べる）。この他、ピッ
カーらの見解を支持しつつ、付合の場合に侵害なしとするのものとしては、前注（47）
で紹介したブーフホルツ／ラドケの他、Lobinger, Schadensersatz fuer schuldlos 
verursachte Bodenkontaminationen?, JuS 1997, S.981ff., 983;Wilhelm, Sachenrecht, 4.Aufl., 
2010, S.570 等がある。















































用可能性理論と表現せず）、Enders, a.a.O. （前注（51））, S.194ff. ; Wolf, a.a.O.（前注（39））, 
S.142f. ; Lettl, Die Beeintraechtigung des Eigentums nach § 1004 I 1 BGB, JuS 2005, S.871ff., 
872（ただし、判例等の考え方を「因果性の理論（die Kausalitaetstheorie）」と表現する）；
Baur/Stuerner, Sachenrecht, 18.Aufl., 2009, S.145 ; Wellenhofer, Verschuldensunabhaengige 
Haftung im Nachbarrecht, GS M.Wolf, 2011, S.323ff., 325-327 等を参照。
（57） 　例えば、ヴォルフ（Wolf）がこの見解を支持する（Wolf, a.a.O.（前注（39））, S.142-143。
利用可能な状態の回復を請求内容に含むと解する）。また、Wenzel, a.a.O.（前注（39））
NJW 2005, S.243 等も参照。
（58） 　バウアの他（例えば、Baur, Der Beseitingungsanspruch nach § 1004 BGB, AcP 160 (1961), 
S.465ff., 487ff.)､Larenz / Canaris, Lehrbuch des Schuldrechts, Bd.2.Besonderer Teil, 13.Aufl., 
1994, S.700f., 696-699;MuenchKomm(=Muenchener Kommentar zum Buergerlichen 
Gesetzbuch, Band 6:Sachenrecht, 4.Aufl., 2004) / Medicus § 1004 Rn.73 等が支持する。この
他の支持者については、ひとまず、前注（１）に挙げた拙稿・広島法学 24 巻１号 110
頁の注（54）等を参照。

















































































































しえず、もっぱら BGB823 条、249 条による不法行為法上の原状回復（損害
賠償）請求の問題が生じるだけである（請求が認められるためには、請求の








































































































































































（63） 　このことの詳細については、前注（１）の拙稿・広島法学 34 巻４号 52 頁以下等を
参照のこと。



















































































































広島法学　39 巻３号（2016 年）－ 180
－ 75 －
は、判例・学説によると、それは消滅時効にかからないものと解されている（65）。
つまり、土壌汚染事例を損害賠償の問題としてのみ処理する場合には、消滅
時効といった期間制限の問題がついてまわるといえようが、物権的請求権の
問題として処理する場合には、また別の取り扱いの可能性が開けることとな
る（この点で、ドイツの法状況は、わが国と異なる。ここでは、［１］判決を
参照）。その是非については、わが国でも所有権に基づく物権的請求権が消滅
時効にかかることはないのかということを含めて、改めて検討する必要があ
ると思われるが、土壌汚染事例の問題の処理の仕方に関しては、このような
期間制限という点をも考慮して考える必要があるといえよう。
四　今後の課題
　ここまで、本稿では、土壌汚染と物権的請求権の問題につき、ドイツの具
体的裁判例と学説の議論状況を参考に、わが国の解釈論において、どのよう
な方向性がありうるのか、また、その際に留意しなければならないことは何
かということを多少なりとも明らかにしてきたつもりである。ドイツでは、
土壌汚染事例は、判例・通説による限り、現存する土地所有権の侵害と捉え
られ、その結果、BGB1004 条の侵害除去請求権が生じ、当然に物権的請求権
の問題が生じると解されてきた（これに対する、ドイツの近時の有力説の立
場はすでに述べたとおり）。これに対し、わが国の議論状況は対照的であり、
これまでもっぱら損害賠償の問題が中心で、物権的請求権についてはあまり
問題とされてこなかったようである（前項一（１）参照）。そこで、まず、こ
のような相違が何故認められるのかということを改めてより詳細に考えてみ
る必要がある。
　また、本稿では、前示のとおり、わが国における解釈論の可能性とその際
の留意点を指摘したにすぎない。つまり、本稿に残された重要な課題は、前
（65） 　わが国解の釈論の状況に関して、前注（41）参照。
179 － 土壌汚染と物権的請求権（二・完）（堀田）
－ 76 －
述しこととも関連する「具体的ニーズ」とそれに対応した具体的な解釈論の
提示である。土壌汚染と物権的請求権については、本稿の冒頭で述べたよう
に、比較的最近になって、ようやく、その問題が裁判所でも扱われるように
なり、それを踏まえて多少の議論がみられるようになったところであろうと
考える（特に自覚的に）。例えば、有害物質を含んだ廃棄物が他人の土地に無
権限に投棄され、その結果、その土地で土壌汚染を生じさせた場合、当該土
地の所有者は、誰に対しどのような請求をなしうるのだろうか。ドイツの議
論を参考にすると、判例・通説では、土地の所有者はその行為者等に対して
廃棄物の除去だけでなく、土壌汚染の浄化処理まで BGB1004 条で請求可能
ということになる。同様の事例で、わが国では、廃棄物の除去は物権的妨害
排除請求権の問題で、土壌汚染は投棄行為の結果土地に生じた損害の賠償問
題と区別して取り扱うことになるのであろうか（また、そうすべきなのだろ
うか）。この他にも種々の問題事例が想定されよう。それら実情を把握し、ド
イツの議論状況に照らし、具体的にどのような場合にわが国でも物権的請求
権が機能しうるかといったことについては、稿を改めて検討することとした
い。
